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ま え が き 
 

 本資料シリーズは「欧州におけるキャリアガイダンス政策とその実践」として全３巻から

なる翻訳の第１分冊である。 

 我が国における昨今のキャリア環境の激変に伴い、労働者の働き方、キャリア形成のあり

方には大きな変化がみられる。特に、昨今の人口動態の大きな変化、非正規就労の拡大、雇

用の流動化等を受けて、現在、働く人々の組織との関わり方は変質しており、以前にもまし

て重要な課題となっている。 

 こうしたなか、海外においても、特にヨーロッパにおいて、改めて働く人々のキャリアを

支援するキャリアガイダンスが注目されている。現在、人々のキャリア形成・キャリア発達

には何らかの適切な支援がなされる必要があり、そうした支援には一定の有効性があること

が次第に明らかになっている。また、自らのキャリアを適切に管理し、持てるスキルや知識

を十分に発揮して働く従業員が増えるほど、企業等の組織にとっても有益である。そして、

そうした個人と組織が増えるほど、社会経済全体の様々な問題の解決に良い影響を及ぼす。

結局、適切なキャリアガイダンスを提供するための施策とその実践は、社会経済全体に影響

を与える有効な施策であるとの評価が改めてなされるようになっている。 

 こうした観点から、2000 年代には、特にヨーロッパにおいて、キャリアガイダンス政策に

関する数多くの報告書が発刊された。それら報告書は、おもにＥＵに属する各国がそれぞれ

いかなるキャリアガイダンスの体制を敷き、どのようにキャリアガイダンスを提供している

かといった観点から、各国の政策およびその実践についてレビューを行うものであった。 

 しかしながら、これら報告書の多くは、日本の現状にとっても有意義な議論を提供するに

もかかわらず、これまで十分に紹介されず、必ずしもヨーロッパにおけるキャリアガイダン

ス施策に関する議論を、ヨーロッパ各国と共有していると言えない面があった。 

 そこで、今回、2000 年代に発刊されたヨーロッパのキャリアガイダンス政策とその実践に

関する報告書の中から、以下の 3 冊を日本語訳し、若干の解説・要約をつけて発刊すること

とした。 

 

①From Policy to Practice: A Systemic Change to Lifelong Guidance in Europe. 

②Career Development at Work: A Review of Career Guidance to Support People in Employment. 

③Career Guidance in Europe's Public Employment Services. Trends and Challenges 

※①び②EU : European Centre for the Development of Vocational Training（CEDEFOP) 

 ③  EC : Employment, Social Affairs and Inclusion DG 

 

 なかでも、本書第 1 分冊は、特に生涯キャリアガイダンスに関する議論を紹介するもので

あり、第 2 分冊、第 3 分冊に対する概論的な位置づけとなるものである。従来、キャリアガ



 

 

イダンスは学校卒業時などの特定の時点における進学や就職の支援とみなされてきた。それ

に対して、現在、ヨーロッパにおいては、生涯にわたってあらゆる時点であらゆる対象層が

希望すれば支援を提供されるべきであり、そうした生涯キャリアガイダンスのシステムへ全

面的にパラダイムシフトすべきであるとされている。本書は、おもに、この従来のキャリア

ガイダンスから生涯キャリアガイダンスへの変化に、いかに欧州の各国が対応しているのか、

また対応できていないのかを、各国の政策を比較する形でとりまとめたものである。 

 

 本書並びに全３巻となるこの翻訳が、我が国における各種雇用政策を検討するにあたって

一助となれば幸いである。 
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